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1.はじめに

近年，社会格差によって生ずるものとして，

生活レベルの差のみならず，健康が取りあげら

れている O 健康という人の命に直接係わるもの

に社会格差が大きく影響するとすれば，それは

間違いなく忌々しき問題である o I健康水準は

人種，宗教，政治信条，経済社会条件によって

別されないすべての入閣の基本的権利

CWHO憲章)JであるはずであるO

こうした社会の動きに対応し，医学分野では

かねてから健l事@疾病に影響を与える社会的決

定要因を探求するための社会疫学という分野が

擁立されている1)。

また，公共サービス提供分野でも様々な格差

が大きな関心事となっており，それは図書館界

においても同様であるo その結果，全国有志の

公共図番館が，課題解決支援サービスの一環と

して，貧国噂困窮者に対する支援(図書館海援

隊)を開始した(平成22年1月)210

本稿では，公共サービスを提供する施設の一

つである公共図書館が，貧困@国窮者に行う支

援に焦点を当て，健康という生きる上での最重

要テーマに不利益を受けている人々にサービス

江良友子*

Tomoko ERA 

を提供することで，社会格差に対応する役割を

果たしているかを考察する。

2.社会格差と犠麗

2. 1 社会格護

わが国に格差が確実に広がりつつあるという

実態を最初に指摘したのは， 1998年に刊行され

た『日本の経済格差一所得と資産から考えるJ

であろう O その中で著者の橘木俊詔は，階層間

の所得保障領域の格差を取り上げ，統計データ

を用いて詳細に検証している九また，教育の

機会不平等を指摘-した苅谷剛彦は，彼の著書

『階層化日本と教育危機一不平等再生産から意

欲格差社会へJのrfJで，階層聞の教育制度領域

の格差を取り上げ，格差社会の危機を克明に論

じている九これらが刊行されると，格差とい

う言葉が一躍脚光を浴び，日本社会に浸透したG

また，社会格差が諮問題の発端となる危険性

も指摘されている。社会格差との間で因果関係

が考えられる問題として，低所得，貧困，ホー

ムレス，ワーキング・プア，ニート，引きこも

り，児童虐待，家庭内暴力， ドメスティックバ

イオレンス，母子家庭，介護問題，障がい者間
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アルコーjレe薬物依存症， うつ病，自殺，

在留外国人，災害被災者などがあげられる。こ

れらの問題は，人が!:i‘活していくうえで大きな

障壁となりうる要素である。

2. 2 社会疫学

社会，経済や文化が，貧困や差別，仕事の獲

得に作用し，生活レベルや健康にまで大きな影

響を及ぼすことは，多くの研究者によって指摘

され，今や一般的に認知されている。

「健康における格差Jは医学分野， とりわけ

公衆衛生の領域で大きな関心事となっており，

Vol. 24 (2010) 

疫学には，健康・疾病に影響を与える社会的決

定要因を探求することを目的とした社会疫学と

いう分野が確立されている。 Berkmanらは，

彼らの著書:“A historical framework for 

social epidemiology"の中で，社会疫学を

「健康状態の社会内分布と社会的決定要因を研

究する疫学の一分野 (The branch of 

epidemiology that studies the social 

distribution and social detenninants of 

states of hea1th) Jと定義付けしている九つ

まり，社会条件や社会構造が人の健康に与える

影響を明らかにして，なぜ影響するのかを解明

する医学領域が社会疫学といえるだろう 6jo

Social Determinations of Hea1th司TheSolid Fact8)の指摘項目から作成

関1 健康の社会的決定要国

nu 



わが国においても近藤らは，健康の決定要因

のうち個人の社会的因子や環境としての社会の

影響に着目して，社会関係資本が儲人の健康に

及ぼす影響について論じている~

以上のことから，社会疫学によって社会の仕

組みが個人の健康に影響を及ぼすことが研究さ

れ，その影響についても指摘されていることが

わかるO しかしその一方で，それらの研究結果

や指摘について，十分な対策が行われていない

という危うさがある O

3.健康と意図

3. 1 擁藤!こ影響する饗鹿

i.iVHOヨーロッパ地域委員会は， 1998年に

「健康の社会的要因Jと題する報告書を作成し，

更にその後、 2003年に第2版「健康の社会的要

因---fi官立した事実 CSocialDeterminations of 

Health-The Solid Fact 2nd edition) J 8)を発

行した。その中で健康の社会的決定要因として，

社会階層 (thesocial gradient)， ストレス

Cstress)，幼少期の生活 (earlylife) ，社会的

疎外 Csocialexcl usion) ，仕事 (work)，失業

(un.employment)，社会的支援Csocialsupport)， 

依存:アルコール@薬物等 Caddiction)，食物

Cfood)，移動方法 Ctransport)をあげているO

この報告書では， これら社会的姿図を構成して

いるものが人の健康状態に影響を与え，社会の

状態によって集団，あるいは個人の健康に影響

を及ぼすことを指摘している。しかもこれらの

要因は，単独で作用する場合は少なく相互に繋っ

ており， しかも低所得者に集中する傾向にある

ことを示唆しているo

一方で、人の健康状態は，遺伝的要因による影響

が大きいとされる。しかしそれは，社会的要因

の影響が小さいことを意味しているわけではな

い。遺伝的要因以上に，人々の健康に影響を与

える疾病の共通要因として環境があるO その中

でも特に社会的環境は，人の生活様式に大きく

反映され， しかも遺伝子要図より早いベースで

影饗すると言われている。逆に，社会的環境に

儀藤格差に対応する公共密書館サーピス

焦点を当て，対策を講ずれば健康に及ぶリスク

を減少させることができるということになるO

現在社会格差が広がるわが国では，国民は健

康の社会決定要因の負の影響をいっ受けても不

思議はない状況にあるO よって，経済的に不利

な条件の下で暮らす貧困。国窮者を中心に，健

康の社会的要因に関する意識を高め，健康に関

する知識獲得を後押しするよう働きかけること

が，健康格差に対応する第一歩だといえよう O

3. 2 貧閤@臨窮者

一定の所得額を貧国線として用い，それ以下

を貧困とする捉え方は， B.S.ラウントリー

CBenjamirn SeelコohmRowntree)に由来する

ことはよく知られているが， 日本には公式な貧

富ヨラインは存在しない。しかし，人が貧困に陥っ

ているか否かを正当に判定するためには何らか

の基準が必要であるO

OECD C経済協力開発機構〉の定義によれば，

その鼠の全所得分布における中央値の50%に満

たない所得を貧閣の指標としている九それに

よれば日本の相対的鷲鴎率は15.3%となってお

り， OECD加盟の30ヶ爵中，メキシコ，米国，

トルコ，アイスランドに次いで5位となってい

るO これは加盟国の平均が10.4%であることか

ら考えれば，日本の貧国率は先進閣の中で高い

数値であり，北欧諸国の約3倍にあたる1ヘ
また，生活保護をはじめとする公的扶助を受

けている世帯は，平成 4年度以降増加の一途を

たどっている(図2参照)。

そして，貧国に至っていないまでも短期から

中期における生活の見通しが経たない関窮者も

相当数存在する。厚生労働省の『平成21年国民

生活基礎調査Jによれば、一世噂あたりの年間

平均所得は平成11年以降、わずかに停滞した年

はあるものの減少の一途をたどっている(図3

参照)。
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被保持世帯数
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国立社会保障@人口問題研究所 生活保護に関する公的統計データ11)より作成
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厚生労働省『平成21年国民生活基礎調査J1世帯当たり平均所得金額の年次推移12)より作成

図3 平成元年以降世帯さきたり平均所得の年次推移

また，向調査の生活意識別役帯数の構成割合

では，生活が「苦しい(大変苦しい&苦しい)J

と回答した世帯は58.1%で過去最高に達してい

る(図4参照)。このことは， 日本の約6割の

世帯が困窮している可能性を示しており，この

数は今後も増加し，貧国へと進む可能性を示唆

している。これらは，貧国lこ起因する自殺者の

増加やホームレス人口の増加からも領ける結果

である。

これらのことからも，今後日本における護協@

図窮者の数は年々増加し相当数にのぼるとい

えるだろうG
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厚生労働省『平成21年国民生活基礎調査』図12 生活意識別世帯数の構成割合の年次推移より引用問)

関4 生活意識の年次推移

3. 3 鷺鴎@閣議者の社会的孤立

わが国における社会保障制度は，国または自

治体の責任で，現金給付やサービスを提供する

ことによって，人々の健康で文化的な生活を保

障するものであるG 現在，貧困 -09窮者への対

応は，自治体内の福祉関係部署，社会福祉法人，

福祉関係非営利組織 (NP 0)，ボランティア

等が窓口となっている。これらのサービスは，

悩みを開く，疾病時の手助け，必要な情報を提

供するなどを行い，社会的サポート(支援)と

呼ばれている。

OECDの統計によれば，高所得者と比較して

低所得者は，人との接触回数が少なく，社会的

孤立に陥りやすいという結果が出ている凶。社

会的孤立とは，日常生活の中で自分以外の人と

接触がないということで特徴づけられる。また，

人と人とのつながりは社会的ネットワークと呼

ばれているO

貧困。図窮者は，そうでない人々と比べて，

配偶者，子供，親，兄弟をはじめ，親戚，友人勾

知人，町内会など社会的ネットワークが之しい

状況にある。つまりこのことは，どのように優

れた情報やサービスが社会的サポートとして用

意されたとしても，その受け取り手が孤立し，

伝えるシステムが確立していなければ意味の薄

い制度であることを意味するO

更に，これまで政府をはじめ，行政側がおこ

なってきた貧者@困窮者支援は，麗用に偏って

いた。貧困は経済的理由が多くを占めるため，

仕事が確保できれば貧間から抜け出すことがで

きるO しかし，援用され，更に仕事を続けるた

めには雇用の前提条件である健康，住居の確保，

当面の生活支援，雇用された後のサポートに関

する包括的なサービスが必要であるO これらの

支援をスムーズに進めるためには，行政が提供

する支援の「すき間jを埠める情報を一元的

に提供するサービスや場所が必要となってくるO

このような状況の中で，公共図書館が貧困@

国窮者へ積極的に情報を提供する意味について

次意で取り上げる。

4.公共額書館

2009年度の段階で，公共図書館設置率は県立

100%，市区立98.4%，町村立53.1%を記録し，

全国の公共図書館総数は3，164館となり，その

数は毎年増加しているO

他方，公共図書館のイメージも，時代ととも

に変換を遂げている。古くは学生の勉強する場
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所から， 1960'-"'1970年代には本を借りるところ，

1980"'1990年代は予約@リクエストが浸透し，

そして近年では， レファレンスサービスや地域

の課題解決支援といった利用者の婆求に直結し

たサービスが実指される場所として認知されつ

つある。

4. 1 公共留番離の役叡と課題

図書館法第2条によれば「図書館Jとは，図

記録その他必要な資料を収集し，整理し，

保存して，一般公衆の利用に供し，その教養，

調査研究， レクリエーション等に資することを

目的とする施設である O 社会全体に果たす図書

館の役割は，だれもが生活の中で自由に必要と

する資料を得，読み，調べ，考えることで自分

の生活を豊かにし，楽しみを見つけ，国民とし

ての的確な判断，行動ができるよう，図書館の

資料，組織を活用して援助することであるO

図書館が，先に述べた社会全体に果たす役割

を果たそうとするとき，様々な理由によって』情

報ヘアクセスできない人々への支援は，当然対

応すべきサーピスである。このことは，欧米の

図書館先進国の公共図書館に於いて人々の利用

の障壁となっているものは何であるかを採る数々

の論文からも明らかである問。そうした擦を取

り除くという課題は，日本の公共~I書館にもそ

のまま当てはまる O

社会に様々な情報が存在する中で，その情報

の流れを市場のメカニズムのみに委ねた場合，

情報から疎外される人々は必ず存夜し，必要な

情報にアクセスすることができないという事態

が発生する O そのことによって人間らしく生き

る上での当然の権利も保障されないという事態

が生じてくる。そうした事態に対応するため，

公的機関である公共図書館は，情報へのアクセ

スを保障する役割を担う必要と責任が生じてく

る。

4. 2 ~欝館利用!こ障害がある人へのサービス

社会が複雑化し，様々な問題を抱え，それが

格差へと繋がる中で，人は自己の問題を解決す

るために常に新しい情報やスキルを必要とする。

したがって図書館利用に樟害がある人へのサー

ピスは，社会格差が広がれば広がるほど，関白書

館にとって重要課題となっている。

Yan Quan Liuらは“DigitalinfOl、mation

access in urban/suburban communities， A 

survey report of public digital library 

use by the residents in Connecticut. (部会

/安R外コミュニティのデジタルアクセス:コネ

チカット在住者の公共デジタル図書館利用報告

ωの中で，コミュニティの全ての人へ様々

な領域の有用情報を広める可能性を持っている

デジタルライブラリについて調査し，経済状況

や教育の高低に関わらず，全ての人が公的なデ

ジタノレ資掠にアクセスできるようにすることが，

更なる格差を広げないためにも重要であり，公

共図書掠が公的資源を全て白人に提供できる絶

対必要な場所で、あるという結果を導き出してい

るO

しかしながら，これまで日本の公共図書館は，

社会格差波及の影響を真っ先に受ける貧殴@困

窮者に対して，図書館利用を促す対象として捉

えてこなかった。本来ならば最も支援を必要と

するのは，情報から疎外される可能性の高い貧

国・図窮者を含む社会的弱者のはずであるo

4. 2. 1 合共関番館の利点

公共図書館のサービスには 4つの重要な強み

がある 17)。

-地域のだれをも差別せず、受け入れるo

e様々な資料がある。

@インターネットへのアクセスの提供

a レファレンスに答える図書館司書の存在

以上4)点、は，公共図書館が問題解決型のサー

ビスを提供する際の強みでもあり，それはその

まま貧困 a図窮者へ健康情報サービス提供する

うえでの利点へと繋がる。
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4. 2. 2 貧困@国窮者へのサービスと議題

図書館サーピスの対象を社会的弱者に焦点、を

合わせた場合，人の健康という普遍的な権利か

ら遠ざかり，情報を得ることで権利を復j自でき

る可能性のある貧困包困窮者へのサービス提供

は，各地域の問題として図書館の取り組むべき

課題である。特に学校教育から遠ざかり，学ぶ

機会が極端に減り，自らが意識して知ろうとし

なければ社会システムから阻害される可能性が

高い貧困 a困窮者に対しては，より積極的に情

報提供を試みる必要があるo I情報Jにどれだ

けアクセスでき，それをどれだけ利用できるか

は，様々な格差を埋める鍵である O

公共図書館は，だれもが平等に利用でき，無

料の原則にj去り料金を払うことなく利用できる

数少ない公共施設であるG 貧[利.I穂窮者へ向け

たサービスを提供することでセーフテイネット

として担う役割は多大だと思議される。

図書館利用の障害は，身体的理由，地域的理

由などいくつかにわけられるが，経済的な理由

で疎外されている人々は，身体的理由や地域的

理由と異なり，経済的理由がそのまま図書館の

利用を間難にじごし 1るわけで、はな t¥o よってハー

ド面を改善すれば利用に繋がるわけではない。

ソフト面の改善と，これまでそうした人々にサー

ビスを提供してこなかった図書館員の意識を変

えることが必要となってくる O

5.公共鴎審館の課題解決支援

公共図書館が地域の課題に対応するという考

え方は， I地域の情報ハブとしての図書館一課

題解決型の図書館を目指して (2005年)J助に

よって，国内で初めて本格的に取り上げられた。

これは，文部科学省内の「図書館をハブとした

ネットワークの在り方に関する研究会Jがまと

めた報告書で，地域課題の解決支援，錨人の自

立支援や地域の教育力向上支援を取り上げ，各

課題について課題実践の意義と背景，公共図書

館の役割と背景などの各項目について具体的に

能E葉格楚に対応する公共00番館サービス

説明している O

濯用問題を含む貧困包囲窮者の増加は，社会

的弱者を直撃する大きな社会問題となっており，

公共図書館の中でもこの問題に対し， ピジネス

支援，自殺問題への対応，在日外国人問題，ジェ

ンダーなど，様々な角度から問題提起し，情報

提供に取り組む館が現れ始めているO

5. 1 溜番館謀援隊

現在わが留の公共図書館の大半が単独で地域

課題に取り組む中，一部の有志の図警館が「貧

困・困窮者に対する支援」を旗頭に，図書館海

援隊として名乗りを上げている O

図書館海援隊とは，文部科学省のホームペー

ジによれば「有志の公立関書館が関係部局と連

携しながら，課題解決支援サービスの一環とし

て行う貧困・国窮者に対する支援Jプロジェク

トであるO このプロジェクトは，現下の厳しい

護用状況を踏まえ，政府が緊急雇用対策本部を

中心に，貧~I. 閤窮者等に対する躍用，住居，

生活支援に関するワンストップサービスなどの

施策を実施する中で，従来から一部の公立図書

館が行ってきた来館者に対する情報提供@相談

業務を発展させ，地域が抱える様々な課題に対

する解決支援サービスを実施しているO そして

サービスに関して知識の豊富な有志図書館が

「図書館海援隊Jを結成し，ハローワーク等関

係部局と連携しながら，重困@図窮者に役立つ

支援を，より本格的かっ継続的に開始したとい

うものであるG

2010年1月の発足当時，プロジェクト参加館

は7館(北海道立関書館，秋田県立図書鵡，東

京都立中央図書結，神奈川県立図書館，大阪市

立中央図書館，鳥取県立図書館，福両県小都市

立図書館)だったが， 2010年10月8日現在， 35 

館(北海道立図書館，秋田県立図書長官，宮城県

仙台市民図書館，宮城県仙台市宮城野図書館，

宮城県仙台市若林図書館，宮城県1111台市太白図

書館，宮城県仙台市泉図書館，埼玉県立浦和図

書館，東京都立中央図書館，東京都葛飾区立中
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央図書館，東京都立111市図書館，神奈川県立図

書館，神奈川県川崎市立麻生図書館，神奈川県

横浜市中央図書館，新潟県新潟市立中央図書館，

山梨県笛吹市立問書館，静岡県静岡市立図書館，

滋賀県東近江市立図書館，大阪府大阪市立中央

図書館，鳥取県立図書館，岡山県立図書館，広

島県立図書舘，広島県広島市立中央図書館，愛

媛県立図書館，愛媛県新居浜市立別子銅山記念

図書館，高知県立図書館，福間県小郡市立図書

館，福岡県春日市民図書館，佐賀県立図書館，

佐賀県鹿島市民図書館，佐賀県鳥栖市立図書館，

熊本県荒尾市立図書館，大分県立図書館，大分

県宇佐市民図書館，宮崎県立図書館)に増加し

ている O

図書館海援隊の活動は，拠点が各自治体内の

図書館であるため，各館が協織することは難し

い。しかし，文部科学省のホームページを通じ

て自館の取り組み情報を全国へ発信し地の図

書館の取り組み内容を把握・参考とし，また，

サービス実施館が判明しているため，その館へ

意見を求めることができるという利点がある。

図書館海援隊は，全国に点在する公共図書館が，

e8の大きな課題である貧困@困窮者に対する支

援を悶結して行うという，全国初の取り組みで

ある O

5. 2 顕番館海援隊への調査

上記35館の 3.公共図書館に対し，図書館海

援隊加入理由と活動による成果(貧者@困窮者

支援に繋がった例〉について，メール .FAX.

電話によって調査した(平成22年11月)011月

29B現在， 18館から回答を受けた(約51%)。

回答形式は，加入した理由が多岐に渡る場合

を想定し，自由記述回答としたため，加入理由

はlつに限っていない。また，活動成果につい

ても同様に自由記述としたG

取り組み内容については，文部科学省ホーム

ページの参加館記載の内容を確認した上，抜粋

し集計した。

5. 2. 1 調査結果:密醤鍛海援隊加入理由

日

h

γ

1ん

け
何
十
対
J
1
f
i
 

勧誘さ

れた、4

Jふるぞ:j;

図5 図番館j毎援鰭へ入った盟副(複数問答)

質問に回答した約半数の館が，海援隊の活動

は自分たちの行ってきた活動と重なること，海

援隊の活動の趣旨に賛同したことを加入理由に

あげた。その他，活動の広報や自分たちが学ぶ

機会に繋がるなど，積権的な理由による加入が

見られた。

「その他」の理由の内訳

@情報交換 e連携強化

助図書館の特色を1+1すため

@地域の課題解決支援の充実を図るため

。サービスの充実とニーズに応えるため

@坂本龍馬が関係するから(郷土)

@当館がきっかとなって海援隊ができたため

これらの参加理由から，海援隊へ参加した館

の多くは，自分たちが行ってきたサーピスと共

通するものを感じ，或いは共感し，また，加入

することで自館に何らかのメリットがあると考

え，積極的に参加していることが伺える O

5. 2. 2 調査結果:1認書館海護隊の取り組み

図書館海援隊に参加しているお館の取り組み

は 5つの分野に分けられている(輩困・困窮

者支援，就業者支援@ピジネス支援，医療・健

康情報，福祉情報，法務情報)。この論文で、焦

点を当てている医療@保健情報と福祉情報に着

-56-



自した場合，取り組み方法は4つに大別するこ

とができる(図5参照)。

も行われていたのは資料提供である。具体

的なサービスとしては，援療情報や闘病記コー

ナーの設置である。これらは約66%の館によっ

て実施されていた。次に多かったのはレファレ

ンス業務を生かした調査相談，データベースの

作成・提供や調べ方ガイドの作成である (31%

の館が実施)。

活動の
広報.-:1:

他機関

と協織

した取

り絡み、

11 

11 

の千也、

文部科学省ホームページの掲載資料から作成

溜8 図書館潟援隊による医療・健諜構報と福

祉1警報への取り組み(複数回答)

これらの回答結果から，これまで公共図書館

の得意としてきた分野を生かした取り組みが行

わオもていることカまわかるO

一方で，これまであまり公共図書館が得意と

してこなかった他機関と協働した取り組みが，

レファレンス業務と間程度行われていることは

注目すべき点であろうO 協働先は，大学図書館，

看護協会，公立病院(図書室を含む)， NPO法

人，各穏患を会，医師会，保縫所，保健センタペ

健康福祉センタヘ放送大学があげられている。

これは，海援隊に参加している館がビジネス支

援に積極的な館が多いということが関係してい

ると考えられる O ビジネス支援は図書館独自の

取り組みで充足するものではなしハローワー

クや商工会議所など，様々な機関との協働が欠

かせないサービスであるG そうしたノウ・ハウ

能藤格差拡対応する公共関書館サーピス

が海援隊の取り組みに生かされていると考えら

れるO

広報活動の内容は，自舘での取り組みを利用

者に知らせるための情報誌の発行，ホームペー

ジへの記載やリンク集の作成があげられているO

その他の取り組みとして，高齢者@障害者への

本の宅配サーピス，入院患者への貸出があげら

れている O

図書館海援隊の活動内容は，斬新な取り組み

と言えるものは見当たらないが，これまで行っ

てきたサービスをアレンジし，自館で行う支援

の性質に合った形で提供されているものが多い

といえる O

また，図書館海援隊、に参加するまで行ってこ

なかったサービスも，他舘が行っていることを

参考にして取り入れている館も見られ，図書館

海援隊の利点を生かしたサービスが行われてい

るといえるO

5. 3 調査結果:調査結果:I翠番館海捜隊!こ

よる活動成果

貧困 a困窮者支援に繋がった事例が「ある」

と回答した図書館は 2館， IないJ，或いは「把

握していない」と回答した館は16館であった

(殴7貧国 e関窮者支援に繋がった事例の有無

参照)。

5. 3. 1 費関@閤窮者支援!こ繋がった事例

を把握していないと回答した鍵

把握していないと回答した館16舘のうち 5舘

は， I支援に繋がった事例は把握していないJ

と回答しながらも，就業支援に関する資料提供

や貧閤@困窮者向けの展示を行った際に利用が

多いこと，或いは関連する資料の貸出やレファ

レンスが多いことを認識しており，これらのサー

ビスを図書館で提供する重要性を認めていた。

また，貧閤@菌窮者支援む成果を把握すること

が必要であると認識している，と回答した舘も

1館あった。
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また，16P.富のうち 3館は， 1"海援隊に入って

いるが貧富ヨ@困窮者支援を標梼していない」と

回答しており，図書館海援隊の活動をビジネス

支援のみとして捉えていた。

5. 3. 2 貧困 6 臨窮者支援に繋がった事例

を鰐援していると囲答した館

支援に繋がったと回答した 2館のうち 1館は，

展示を見た利用者が展示について述べた感想の

肯定的な内容によって「支援に繋がったJと判

断していた。

また，この館では利用者からの声を聞く仕組

みを作っていた。具体的には，展示や講演会の

際の

aアンケート調査

・感想を記入するノート作り

@会場手伝いに当たるボランティアが，利用

者から感想・意見を開き，その内容を図書

館へ伝える

など，常に利用者は何を求めているかを把課す

ることで，利用者からの意見を次の講盛@展示

に反映させるためのシステム作りがなされてい

た。

通常業務においても，カウンター越しのやり

取りによって得た利用者の声，市役所全般に関

する苦情を積極的に図書館で受け，それを関係

機関へ回す作業などを情報提供の一環として行っ

ていた。また，苦情の中で把握した住民の困り

ごとなどを展示や講康で取り上げるなど，大小

様々な規模で展示・講座を年開通じで実施して

~ ¥ t.こ由

残る 1舘は， r県民の声』として寄せられた
「県立図書館で得られた就職情報をもとに絶望

の淵から再認することができた」という声を受

け取ったことによって支援に繋がったと判断し

ていた。

5. 4 思議書館海援隊の成果と問題点

図書館海擾!訟の活動は， これまで一部の公共

図書館において独立して行われてきた活動を全

|制困窮者支援に繋が四例の有無

ア，、、
t
h
v
 
へ，J等藍人保舌生

事例がないと自答した舘の各種意見

のLノプアレンヌを多
数受けているため、
ニーズの高いサービ
スという認識があふ

持設コーナwーの:本の
需要はある，1

『生活保護

手帳』の貸

出が多い，1

就職'1寄報
誌を間覧

する姿を

よく見か
る.1

る.:2

ピラ・チラシの配布
など情報提供にとど
まってし、る.;3 

援を擦模していない
〈ビジネス支援のみ
行っている)，:3 

関7 貧関 a翻窮者支援!こ繋がった例の有無と意見

oo 
ra 



国的規模で展開し，それらの活動を一括しで情

報発信するシステムを作ったとういう点で大き

な成果がある。

また，図書館海援隊は「公立図書館が関係部

局と連携しながら，課題解決支援サーピスの一

環として行う貧困@国窮者に対する支援Jを目

的に設立されたが，参加館の問で目的認識に食

い違いが認められた(参加図書館によっては

「貧困・密窮者支援を行っていないJ，1:賞者@

lIJ窮者支援を標携していないjと回答した館も

みられた〉。これは結成後1年にも満たないた

め，各館の意志疎通がなされていないためと思

j長された。

一方で，参加館の中には通常のカウンターで

のサービスや利用者の声から地域で問題となっ

ていることを把握し，選書をはじめ講座や展示

企画に生かしている舘も存在した。そうした館

は，日常業務を大切にしながらも，地域へ自ら

が出かけるアウトリーチ・サービスを行ってお

り，利用者と接することで次のサーピスに繋が

るヒントを得ることができると認識していた。

今回の調査では，各図書館の取り組みに大き

な差があった。現時点での活動結果から，図書

館海援隊が掲げる「貧困・思窮者支援Jに全て

の舘が及んで、いるとは言い難かった。その理由

として次にあげる 4点が考えられた。

① 海援隊の出発点がビジネス支援であり，

業希望者を対象としたものであるため，貧

困 e函窮者を対象とした就労支援は行われ

にくし ¥0

② 貧悶@悶窮者支援はピラやチラシの設置に

留まっており，貧関・国窮者ヘサービス情

報を届ける方法が考藤されていない。

③ 実施されたサービスによって，どのような

成果が1.::がったか(又は上がらなかったか)，

利用者の声を開くシステムが確立されてい

ないため，次のサーピスへ繋がっていない。

③ 先進的なサービスを取り入れるための予算・

人員接保が現時点で、は難しい。

藤嬢格差応対応する公共闘書館サービス

6.公共慰番館が格謹校舎に果たす役割

6. 1 貧困@顕窮者支援

本稿の目的はラ公共図書館が，健康という生

きる上での最重要テーマに不利益を受けている

貧困@関窮者にサーピスを提供向することで，社

会格差に対応する役割を果たしているかを考察

することである O 社会格差によってもたらされ

る不平等，それによってもたらされる健康とい

う人が生きる上での最重要テーマに不利益を受

けている貧困・困窮者へ，公共図書館はサーピ

スを行っているのか。この間いについては，と

りあえずイエスと答えることができる O それは

図書館海援隊が γ貧富ヨ・困窮者に対する支援J

を旗頭に全思的に活動を始めたことによるG

今回の調査では図書館海援隊に加入している

35館を対象とした。これらの図書館はビジネス

支援サービスなどを行ってきており，ある意味

臼本の公共図書館を牽引してきた図書館であるO

よって図書館海援隊の取り組みは，日本全体の

貧困 e困窮者支援に対する図書館サーピスの先

駆事例と捉えることができょう O しかし調査結

果からは，貧困@図窮者に十分対応できている

というところには，現時点では，はるかに遠い

状況にあるということが判明した3

雑誌『みんなの図書館j2010年5月号では，

図書館海援隊に参加する 3つの公共図書館の取

り組みを報告しているω。これらの図書館は，

全てが順風満帆な貧悶・関窮者支援を行ってい

るわけではない。報告からは，手探りで現在自

舘ができる最善のサービスを行っているという

印象である。

このように，現時点での公共図書館による貧

困・国窮者への健康・医療情報サービスは行わ

れてはいるが十分とはいえない状況にあるq

6. 2 今回の調査から判明した今後の費関@

慰窮者へのサービス!こ品饗なこと

これまで各自治体の図書館は，個人フ。レーで

護困・困窮者へ向けたサービスを行ってきたが，
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図書:舘海援隊の活動に参加することで自館の活

動にとってプラスになると考えられ，積極的に

~図書館海援隊へ加入していた。そして，参加し

たことによって，貧困毎回窮者支援に繋がった

成功事例を把握している，或いは把握できてい

ないが，需要はあると18館中1.1館(約61%)が

回答していた。

今後，図書館海援隊という全国規模の組織を

活かし，貧国・回窮者へ向けたサーピスを行う

ならば，同種のサービスを提供している館に呼

びかけ，海援隊の活動に賛同する図書館を増や

し，共に活動し情報共有する中で目的意識の統

一を行うことが最蜜先課題であろう O そうする

ことでサーピスの裾野が広がり，サービス目的

の方向統ーに繋がると思慮される O

もうひとつ重要な課題は，対象者のニーズを

調査し，公共図書館へ足を運んでもらうための

仕組みを考えることである。そのためには，こ

れまで行ってきたサーピスに加えて，図書館員

自らが協働先や利用者のもとへ出向くアウトリー

チ@サービスを行うことであろうO そのうえで，

自分たちが行ったサービスへ寄せられた意見を

参考に軌道修正しながらサービスを続けること

であるo

また，各公共図書館が，先進的な活動を取り

入れながらサービスを行い，その結果を収集・

議論することも取り入れるべきである。その結

果から問題点を洗い出し，改善し，利用者から

の反応を聞くことで図書館員のモチベーション

が高められ，貧国@困窮者に対するサービス提

供の意識改革に繋がると考えられる。

健藤情報提供は， これまでも一部の公共図書

館の中でサーピスのーっとして行われてきたこ

とであるが，そこに欠けていたのは，貧閤@図

窮者に焦点を当てたサーピスを展開するという

視点、であった。

社会疫学分野での公共図書館の貧困・困窮者

への支援という視点から公共図書館の役割を考

えたとき，医学的治療への介入などでは勿論な

し招人の健康行動選択や個人の外側にあるお;

会への働きかけ，介入を援助する視点を提供す

ることだと考えられるO これは，鳥取県立関書

館前書の高橋真太郎作成の「労働者の直面する

問題と図書館のできること2りにも如実に表れ

ているO

6. 3 今後の公共闘警鐘の格義社会への対応

現在，図書館海援隊に参加している公共図書

館は，全国にある3，164館の公共図書館のうち

35館(約 1%)であるO 今後は，参加館が増加

することで、横のつながりも強化され，取り組み

事17IJも増えると考えられる D 各種関係機関とも

連携を強化することで，利用者のニーズに合っ

たサービス提供が期待できるO 資料提供と展示

はターゲットを絞った，より深いものを，更に

は情報提供するための創意工夫など，従来の公

共図書館の型を破った利用者指向のサービスを

提供することで，格差社会に対応するサービス

が提供できるであろう。

調査をする中で，公共図書館であるため，特

別な人々を対象としたサービスはしていない，

という意見を頂いた。しかし， これまでの公共

図書館においでさえ，児童サービス，障がい者

サーピス，高齢者サービス等行ってきた歴史が

あり，格差社会が広がり，低所得者が増加して

いる中で，貧困・困窮者支援は， もはや特別な

サービスとは言えない状況にある。ましてや社

会資本の中で，無料の原員せに基づいてサービス

を展開する公共図書館には，貧困@図窮者が顕

在的@潜在的に必要とする情報を提供するG

任があるといえるだろう G

7.おわりに

図書館が人員と予算削減，民間委託等様々な

問題を抱える中で，図書館海援隊の活動に名乗

りを上げた公共図書館は讃辞に値する。今回の

公共図書館へ依頼したアンケートの問答からも

忙しい中で白館の抱える問題に奮闘する公共闘

書館の姿が窺えた。
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健康を害する要因は，貧図，失業，社会的排

除，或いはそれら複合要因が問題となってくる。

人が生きてゆく上で物質的に不利であること，

その社会的意味合いとの間の相互作用を潔解す

ることが，現在の貧国@国窮者だけでなく，国

民全てがその情報を入手することで，改善され

るように感じる O

本稿では，調査対象を図書館海援隊に参加し

ている公共図書館に限定し，調査結果の回収が

現時点での回収分の分析に留まっているため，

粗雑な議論を行っている可能性ば告定できなし ¥0

今後は更なる回答回収と分析，今後増加する図

書館海援隊参加館に対し，調査の枠を広げる予

定であるO

貧悶・関窮者の問題に公共図書館が対応する

ことで，貧困島国窮者の健康と生活の改善のみ

ならず，社会経済的プロセスに根付いている様々

な社会問題を減じることにつながれば，公共図

書館の存在意義は飛躍L的に向上すると考え，そ

のことを望んでやまない。
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